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「空港技術基本計画」と「早急に対処すべき新たな課題への対応方針」との関係

〇 「空港技術基本計画」は、空港分野の技術開発・活用についての取組を網羅的にまとめる長期計画であり、従前から
の課題に対して引き続き取り組むべき事項と、近年、重要性・深刻性が増してきた課題に対して新たに取り組むべき事
項の両方を盛り込むことを想定。

〇 一方、近年、重要性・深刻性が増している課題については早急に対応方針をとりまとめる必要があることから、 「空港
技術基本計画」の項目のうち一部については、別途、「早急に対処すべき新たな課題への対応方針」としてとりまとめる。

第１章 空港に関する現状認識および本計画の位置づけ
第２章 空港を取り巻く課題への対応
Ⅰ 国民の安全・安心の確保

① 大規模自然災害による被害の軽減に向けた技術
② 被災施設の早期復旧に向けた技術
③ 地域を含むレジリエンス向上のための技術
④ 空港における保安・安全対策のための技術

Ⅱ 効率的・効果的な整備・メンテナンス
① インフラメンテナンスの高度化・効率化に向けた技術
② 効率的・効果的な施工の実現に向けた技術

Ⅲ 空港の持続的な発展
① 人手不足解消に向けた技術
② 旅客の利便性向上のための技術
③ 航空物流の効率性向上のための技術
④ 将来需要の予測手法の高度化
⑤ 新たなモビリティへの対応のための技術
⑥空港周辺環境との調和のための技術

Ⅳ 航空分野の脱炭素化
① 空港分野の脱炭素化に向けた技術
② 航空機運航分野の脱炭素化への貢献

第３章 技術開発・実装を推進するための取組
Ⅰ DXの積極的な活用と更なる技術開発
Ⅱ 技術課題の解決に向けた体制強化
Ⅲ 国際展開を通じた技術開発の推進
Ⅳ 定期的なフォローアップ

【空港技術基本計画】 【早急に対処すべき新たな課題への対応方針】
１．空港業務の生産性向上

○グラハン業務の効率化
○警備・保安検査業務の効率化
○建設・維持管理業務等の効率化

２．航空脱炭素化の推進
○空港脱炭素化の推進
○航空機運航分野の脱炭素化への貢献

３．各取組の更なる推進に向けた基盤整備
○共通データ基盤の検討

・近年、重要性・深刻性が増している課題である「空港業務の生産性向上」「脱炭素
化の推進」については、「空港技術基本計画」の策定を待たずに早急に対応方針をと
りまとめる。
・令和６年度中を目処として新たに着手する事項を中心に記載する。



「早急に対処すべき新たな課題への対応方針」についての
第１回懇話会における主なご意見と対応方針

ご意見 対応方針
人手不足、脱炭素の課題の中でも、10年間かけてじっくり取り組む課題と、ある程度集中的に注力して効果を出
していく課題の取捨選択も必要になると思うので、何か絞れるところがないか検討頂きたい。

具体的な取組例を記載することでメリハリをつける。

EV・FCV化ににあたり国内メーカーの選択肢が少ない。海外メーカーの場合、車両の輸送方法、日々のメンテナン
ス、部品供給等の観点で不都合が生じる場合もあるため、国内メーカーの選択肢があれば検討の幅が広がる。

国内メーカーの開発の必要性について記載。

空港技術基本計画の骨子案と比べるとバランス感が大きく異なる。例えば、当面の対応方針案には安全・安心と
いう要素は盛り込まないのか。また、脱炭素について、ゴミ処分等を含む環境全般として記載してはどうか。

安全・安心やゴミ処分等を含む環境問題については従前
からの重要課題であるため、空港技術基本計画において
取組方針をまとめる。

車両の自動運転や除雪・除草作業の自動化に取り組んでいるのは空港分野だけではない。一般公道でも除雪車
の自動化に取り組んでいるので、空港分野と一般公道等の他分野が連携して取組を進める姿が見えるとよい。

他分野と連携して取組を進めることを記載。

空港車両の開発について、EV化の流れの中で、メンテナンスや安全保障等の観点からも公的に支援してメーカーを
育てる必要があるのであれば、必要な調査を行いつつ、国としてサポートするために予算化するのがよいのではないか。

国内メーカーの開発の必要性について記載。

「安全・安心」がベースにあると思うので、しっかりと記載してもらいたい。 安全・安心については従前からの重要課題であるため、空
港技術基本計画において取組方針をまとめる。

空港車両のEV・FCV化はしっかりやらなければいけないが、一方で電力が火力発電由来のままだと元の部分では
結局変わらないため、太陽光発電や蓄電池の活用など、使用電力の構成比率という観点でも考える必要がある。

EV・FCV化を含む省エネと、再エネ導入を一体として推進
することを記載。

海外では自動運転車両の専用道が整備されているが、日本では有人車両との混在空間において自動運転を導
入しようとしており、そこをどのようにクリアしていくかが課題。短期的な取組と長期的な取組の整理をした方がよい。

最終的には空港技術基本計画において短期・長期の取
組を整理する予定。

EV化にあたっては、各種規定との関係で充電場所の確保が課題となる場合もある。 空港脱炭素の検討とも連携しつつ、技術的な解決の可能
性について検討。

車両開発について、日本の悪天候に対応するとなると、海外製では厳しい面もある。 国内メーカーの開発の必要性について記載。
ICAOで自動運転の議論を主導するというところについて、現時点で技術が完成していないから主導できないという
わけではなく、議論を主導するという意味では先に動いておくというのはとても大事である。

国際ルールの策定に向けた議論を主導することを見据えて
取組を推進することを記載。

まずはデータ基盤を共通化し、それが将来的にデジタルツインへつながっていくというイメージとして理解しているが、そ
うであれば、脱炭素の関係で、エネルギーマネジメントの取組が重要であり、まずは見える化して無駄な部分を抽出
し、どのように効率化するかを考えることが重要。

エネルギーマネジメントの取組の推進や、データの一元化に
繋げていくことについて記載。

「当面の対応方針」が、空港技術基本計画の全ての項目に対して当面行うべき取組をまとめるというものではなく、
空港技術基本計画のうち一部の項目を抽出してまとめるものであれば、誤解がないように名称を改めた方がよい。

名称を「早急に対処すべき課題への対応方針」に修正。

※「早急に対処すべき課題への対応方針」は、「空港技術基本計画」の全ての項目を網羅するものではなく、その中でも生産性向上、脱炭素等の一部項目を抽出してまとめるもの
2



3

空港業務の持続的発展に向けたビジョン 中間とりまとめ概要（案）

6月1日(木)時点版
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「早急に対処すべき新たな課題への対応方針」のポイント

○ 「空港業務の生産性向上」「航空脱炭素化の推進」に取り組む上では、作業の機械化・自動化やデータ化に加え、その結果として収
集・蓄積されるデータの連携が重要であり、 この「データ連携」は空港DXを推進する上でのポイントとなる。

○ 現時点で必要と想定されるデータとしては、インフラ施設情報（構造物形状・エネルギー使用量）や車両・航空機情報が挙げられるが、
既存のシステムで管理されているデータがあることなども踏まえ、詳細は今後検討が必要。

ポイント：各種機材のデジタル化による生産性向上
※例えば、機材・車両自動化を行うためには施設形状

データや車両・航空機データが必要

ポイント：再エネ導入及び空港施設・車両の省エネ化を進めるとともに、エネ
ルギーマネジメントによる最適なエネルギー利用を行うことが重要

１．空港業務の生産性向上

●グラハン業務の効率化
各種機材・車両の遠隔操作化・自動化【機械化、デジタル化・データ化】
※インフラ施設情報や他車両・航空機位置情報等の活用により、更

に効率的な自動走行が可能【データ連携】
先進機器の導入【機械化】

２．航空脱炭素化（空港分野）への対応

●空港脱炭素化の推進
再エネ及び省エネ設備の導入
複数設備・施設のエネルギー供給を一体的に管理するエネマネシステムを導
入することで、効率的な省エネが可能【デジタル化・データ化、データ連携】
※まずは収集するデータについての検討が必要。

３．各取組の更なる推進に向けた基盤整備
ポイント：各取組を行うにあたり、データ連携が重要
・インフラ施設情報
・車両情報
※航空交通の管理に必要な情報を共有するプラットフォーム（SWIM：

System-Wide Information Manegement（情報共有基盤））
等との連携内容を検討

例：草刈車両が自動化されても現場の監視要員は必要であるが、草刈機
位置を常時把握できるシステムがあれば、一人が複数車両を遠隔監視
することが可能となるなど、労働環境改善や更なる省人化に資する。

●警備・保安検査業務の効率化
カメラ・センサーの活用による遠隔監視【機械化、デジタル化・データ化】
先進機器の導入【機械化】

●建設・維持管理業務等の効率化
設計・施工等を効率化するためのBIM/CIM推進【デジタル化・データ化】
各種機材・車両の遠隔操作化・自動化【機械化、デジタル化・データ化】
※インフラ施設情報や他車両・航空機位置情報等の活用により、更

に効率的な自動走行が可能【データ連携】
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DX取組事例（観光分野）

出典：観光DX推進のあり方に関する検討会最終とりまとめ（令和５年３月）参考資料より抜粋
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DX取組事例（インフラ分野）

出典：インフラ分野のDXアクションプラン（2022年３月）より抜粋



7

DX取組事例（物流分野）

出典：総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）概要より抜粋



早急に対処すべき新たな課題への対応方針（概要）

１．空港業務の生産性向上
○グラハン業務の効率化

・グラハン車両の省力化(遠隔操作含む)/自動化
・先進的なグラハン機器の導入促進 等

○警備・保安検査業務の効率化
・場周警備の省力化
・先進的な保安検査機器の導入促進 等

○建設・維持管理業務等の効率化
・除雪車両の省力化/自動化、自動化草刈機の更なる技術開発 等

２．航空脱炭素化の推進
○空港脱炭素化の推進

・太陽光発電等の再エネ設備やEV/FCV等の省エネ設備の開発・導入促進 等
○航空機運航分野の脱炭素化への貢献

・航空利用者等のニーズを踏まえた空港側でのSAFの管理のあり方検討 等

３．各取組の更なる推進に向けた基盤整備
○共通データ基盤の検討

・BIM/CIM等の施設形状データ、車両走行データその他の空港施設の形状や
運用に関するデータの一元管理に向けた検討

・航空機の運航状況等を把握するため、管制情報処理システム（SWIM：情報
共有基盤）等との連携を検討 等
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